
舞鶴市における施設敷地緊急事態での輸送能力の確保

 施設敷地緊急事態発生時には、在宅の避難行動要支援者の避難のために、舞鶴市が保有する車

両のほか、舞鶴市内のﾊﾞｽ会社等が保有する車両、舞鶴市内のﾀｸｼｰ事業者が保有する車両により、

必要車両台数を確保。

確保車両台数
備考

バス
福祉車両

（ストレッチャー仕様）

福祉車両
（車椅子仕様）

（A）必要車両台数 ○台 ○台 ○台

（B）確保車両台数 計○台 ○台 計○台

確
保
先

舞鶴市 ○台 ― ○台
保有車両台数

バス○台
福祉車両（車椅子仕様）○台

舞鶴市内のバス会社、
社会福祉施設 ○台 ― ○台

バス会社等の保有車両台数
バス○台（乗合含む）
タクシー○台

社会福祉施設の保有車両台数
福祉車両(ストレッチャー仕様)○台
福祉車両(車椅子仕様)○台

関西電力 ○台 ○台 ○台

保有車両台数
バス○台
福祉車両○台
（ストレッチャー、車椅子兼用）
福祉車両（車椅子仕様）○台

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請
37

まい づる し

まい づる し

まい づる し

まい づる し

ま い づ る し

まい づる し



38

避難を行うことにより健康リスクが高まる避難行動要支援者に係る対応
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内浦公民館
（収容可能者数：１２０人）

高浜けいあいの里
（収容可能者数：１５０人）

大浦会館
（収容可能者数：○○人）

特別養護老人ホームグリーンプラザ博愛苑
（収容可能者数：○○人）

原子力研修センター
（収容可能者数：１６０人）

障害者施設こひつじの苑舞鶴
（収容可能者数：１０１人）

特別養護老人ホームやすらぎ苑
（収容可能者数：１２０人）

※ 一部の放射線防護施設は万一集落が孤立化した場合にも活用

旧音海小中学校
（収容可能者数：150人）

おと み

若狭高浜病院附属介護老人保健施設
（収容可能者数：１１０人）

（凡例）

：京都府内の施設

：福井県内の施設 ：関西電力保有施設

奥上林公民館（林業者等健康管理センター）
（収容可能者数：１４０人）

おく かん ばやし

朝来小学校
（収容可能者数：○○人）

みずなぎ鹿原学園
（収容可能者数：１１０人）

か はら
若狭高浜病院

（収容可能者数：１６５人）

 避難を行うことによって、かえって健康ﾘｽｸが高まるような重篤者等については、無理な避難は行わず、放射線防
護機能を付加した近傍の放射線防護施設（合計○施設）へ収容。

 これらの○施設では、施設入所者とPAZ内の在宅の避難行動要支援者等を最大合計約○○○人を収容可能。

 また、これら○施設では、 屋内退避者のための3～7日分を目安に食料及び生活物資等を備蓄。

 さらに、屋内退避中に食料等が不足するような場合には、関西電力が供給。

ＵＰＺ

ＰＡＺ

高浜
発電所

高浜町中央体育館【工事中】
（収容可能者数：１５０人）青郷小学校

（収容可能者数：１２０人）

せい きょう

養護老人ホーム安岡園
（収容可能者数：○○人）

国立病院機構 舞鶴医療センター
（収容可能者数：○○人）

福井県 京都府

うち うら

おおうら

あせ く

まいづる



PAZ

UPZ

＜京都府の管理道路＞

京都府原子力災害対策本部
が応急復旧作業を実施。

＜直轄国道＞

国土交通省近畿地方整備局が
応急復旧作業を実施。

自然災害等により道路等が通行不能な場合の復旧策

たか はま

まい づる しちょう
 避難開始前の段階で、避難計画で避難経路として定められている道路等が、自然災害等により使用出来な

い場合は、PAZの福井県、京都府、高浜町、舞鶴市は、代替経路を設定するとともに、道路等の管理者は復
旧作業を実施。

 また、UPZの福井県、京都府及び関係市町においても同様に、避難道路が自然災害等により使用出来ない
場合には、代替路線を設定するとともに、道路等の管理者は復旧作業を実施。

 高速道路及び直轄国道については、国土交通省近畿地方整備局及び高速道路会社（NEXCO）が、早急に被
害状況を把握し、迅速かつ的確な道路啓開、仮設等の応急復旧を行い、早期の道路交通の確保等に努める。

福井県原子力災害対策本部

 災害発生時には、各管理道路のパトロールを実施し、
被害の状況等を把握

 道路の被害状況を踏まえ、国、府県、高速道路会社
がそれぞれ建設業協会等と締結している協定等をも
とに、応急復旧工事を実施

＜舞鶴若狭自動車道＞
高速道路会社（NEXCO）が応急
復旧作業を実施。

※ 不測の事態により対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊 ）に支援を要請

＜福井県の管理道路＞

福井県原子力災害対策本部
が応急復旧作業を実施。
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京都府原子力災害対策本部




